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はじめに

岡崎市は第７次岡崎市総合計画の分野別指針において、「健康で生きがいをも

って活躍できる社会づくり」を設定しており、後期高齢者の急激な増加を迎え

る中にあっても、各主体が我が事として活躍する地域共存社会の実現により保

健・医療・福祉・地域が一体となって取り組むことが生きがいや役割を持って

活躍できるまちを目指すとしています。

高齢化が急速に進む社会において、救命から看取りの医療までを地域で完結

させるためには、限られた医療資源を最大限に活用し、医療機関の間で積極的

に機能分担を図らなければなりません。今後増加する高齢者医療に対応するた

めにも、地域の医療機関とは連携を密にし、入院と転（退）院、退院後の通院、

在宅医療のバックアップなどの構築が不可欠となります。

2020 年 1 月以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり医療環

境は大きく変化をしています。当医療圏では、2020 年４月に藤田医科大学岡崎

医療センターが開設、10 月に愛知県からの強い要請を受けて岡崎市立愛知病院

（以下、市立愛知病院という。）を閉院し、県が市立愛知病院を新型コロナウイ

ルス感染症専門病院としました。2021 年４月には、北斗病院が愛知医科大学メ

ディカルセンターとして大学病院分院となります。

当院の役割は、新型コロナウイルス感染の有無に関わらず、三次医療機関と

して、医療資源の効率化と機能分化を推進し、地域医療に貢献する更なる高度

急性期医療の提供を目指しています。がん診療機能については、愛知県がんセ

ンター愛知病院（以下、県立がんセンター愛知病院という。）で行っていたがん

診療機能をすべて市民病院へ移行しました。2020 年５月に乳腺外科外来診療機

能を移行し、また市立愛知病院の廃止により緩和ケア病棟を市民病院へ急遽移

行し、2021 年４月から本格的な運用を開始します。これらのことで県立がんセ

ンター愛知病院の経営移管最大のメリットであります「あらゆる領域、あらゆ

るステージのがん診療」を完結できる体制が当初の予定よりも早く実現するこ

とになり、医療提供体制の改善に寄与したことになります。

しかし、病院事業の経営収支が４年連続で純損失となっていることから、安

全で安心な医療を市民に提供することを前提としたうえで、経費の更なる削減、

利用患者数および収益の増加など、あらゆる方面の経営改善に向け努力する必

要があります。

今回の改訂は、現行の「新公立病院改革ガイドライン」及び「現行の改革プ

ラン」を基に市立愛知病院の閉院などを踏まえた今後、５年間（2021 年度から

2025 年度）の計画を定めたものです。2022 年度以降の計画については、総務省



から新たなガイドラインが示された時点でその内容に応じたものへ改定をして

いきます。

2021 年３月
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Ⅰ 病院の概要

１ 岡崎市民病院の概要

(1) 施設概要

ア 所在地：岡崎市高隆寺町字五所合 3 番地１（1998 年 12 月に新築移転）

イ 敷地面積：101,366 ㎡

ウ 建物延床面積：62,940.67 ㎡

本棟（鉄骨鉄筋コンクリート造 地上８階地下１階）

西棟（鉄骨鉄筋コンクリート造 地上３階地下３階）

救命救急センター棟（鉄骨造 地上３階）

(2) 診療科目

内科、血液内科、内分泌・糖尿病内科、腎臓内科、脳神経内科、呼吸器内

科、消化器内科、循環器内科、腫瘍内科、緩和ケア内科、心療精神科、小児

科、脳神経小児科、新生児小児科、外科、内分泌外科、乳腺外科、消化器外

科、内視鏡外科、整形外科、腫瘍整形外科、形成外科、脳神経外科、呼吸器

外科、心臓血管外科、小児外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻

咽喉科、リハビリテーション科、放射線科、放射線診断科、放射線治療科、

歯科口腔外科、麻酔科、救急科、臨床検査科、病理診断科

(3) 病床数

一般病床：680 床

（うち周産期センター：43 床、集中治療センター：30 床、救命救急センタ

ー：15 床）

(4) 主な機関指定

・保険医療機関 ・第三次救急医療機関

・臨床研修指定病院（基幹型） ・救命救急センター

・地域医療支援病院 ・地域中核災害拠点病院

・病院機能評価認定病院（3rdG:Ver1.1）・地域周産期母子医療センター

・ＤＰＣ標準病院群 ・卒後臨床研修評価認定病院

(5) 看護配置

急性期一般入院基本料１（７対１）

(6) 組織及び職員数

ア 組織：事務局、医局、医療技術局、看護局、薬局、総合研修センター、

医療情報室、医療安全管理室、感染対策室、地域医療連携室

イ 職員数：2020 年 4 月 1 日現在 1,465 人（内常勤 1,115 人）
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Ⅱ 現況と課題

１ 医療圏の状況

○ 本市の属する西三河南部東医療圏（岡崎市と幸田町）の人口は 2020 年時点で

およそ 43 万人となっており、過去５年間の人口の推移は、2019 年までは毎年千

人規模で増加していましたが、2020 年に初めて前年を下回りました。

表Ⅱ－１ 人口の推移 10 月 1 日現在（単位：人）

市町等 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年

愛知県 7,507,691 7,526,911 7,539,185 7,552,873 7,541,123

岡崎・幸田地域 423,728 426,159 428,343 429,199 427,932

岡崎市 383,383 385,221 386,639 386,999 385,527

幸田町 40,345 40,938 41,704 42,200 42,405

※愛知県県民生活部統計課「あいちの人口」より作成

○ 年齢構成は、2020 年時点では、全国あるいは県内の状況に比べて、年少・生

産年齢人口の割合が高く、老齢人口の割合が低くなっています。医療需要の特

に高い 75 歳以上の後期高齢者の割合についても全国あるいは県内の数値より低

い状況となっています。

表Ⅱ－２ 年齢構成別人口 2020年 10月 1日現在

※総務省統計局「人口推計(概算値)」及び愛知県県民生活部統計課「あいちの人口」

より作成（全国（概算値）については単位未満を四捨五入しているため、合計の数

字と内訳が一致しない場合があります。）
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○ 将来推計人口によると、全国及び愛知県の人口は 2020 年度以降減少する見込

みであるのに対して、当医療圏の人口は今後も増加する見込みとなっています。

老齢人口数とその割合については、高齢化が全国よりも遅く進行していること

もあり、今後も大幅な増加が見込まれています。そのため今後の医療需要も全

国よりも高いペースで伸びると予想されます。

表Ⅱ－３ 将来推計人口（年齢構成別）

※全国（概算値）、愛知県及び幸田町は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別

将来推計人口(平成 30(2018)年推計)」より作成

※岡崎市は岡崎市企画課「次期総合計画策定支援業務人口推計報告書(平成 31（2019）

年)」より作成（各年齢区分の推計値については、１の位の末尾を四捨五入したものである

ため、加算したものが合計値と異なる場合があります。）
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○ 死因の割合全体に占める悪性新生物（がん）、心疾患及び脳血管疾患の割合が

半数を超える傾向は以前から変わっておらず、引き続き、これらの疾患への対

応が求められます。

表Ⅱ－４ 死亡者の主な死因の推移

※愛知県健康福祉部医療福祉計画課「愛知県衛生年報」より作成
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２ 圏域の医療と市民病院

○ 当医療圏には有床の病院・診療所が 28 あり（表Ⅱ-5）、病床数は 2020 年 10

月 1 日現在で 3,294 床です。このうち一般病床は 1,818 床あり、その約３分の

１を岡崎市民病院が有しています。

2019 年 7 月 1 日時点のデータで、病床を機能別に見ていくと、岡崎市民病院

は当医療圏における高度急性期病床 406 床全てを有しており、圏域の高度急性

期機能を一手に担っています。また 2020 年４月より２次救急医療を担う 400

床の藤田医科大学岡崎医療センターが開院しました。

表Ⅱ－５ 当医療圏内の病院

2020 年 10 月 1 日現在 ※病床機能は 2019 年 7 月 1 日時点

※愛知県健康福祉部医務国保課「医療機関名簿」及び愛知県健康福祉部医療福祉計

画課「令和元年度病床機能報告」より作成。「医療機関名簿」と「病床機能報告」

で集計時期が異なるため、一般病床数と病床機能報告における病床数が異なる場

合があります。

※藤田医科大学岡崎医療センターは 2020 年４月開院のため、病床機能に病床数を記

載していません。

※対応欄 地=地域医療支援病院、救=救急告示病院、臨=臨床研修指定病院
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○ 2018 年医療施設調査による中核市（当時）が保有する人口 10 万人あたりの

一般病床数の比較では、岡崎市は 381.9 床で最下位となっています。この時点

での全国の対人口 10 万人一般病床数は 704.4 床、愛知県の対人口 10 万人一般

病床数は 529.8 床となっており、いずれと比べても病床数が少ない状況となっ

ています。

表Ⅱ－６ 対人口 10 万人一般病床数ランキング（中核市）2018 年 10 月 1 日現在

※厚生労働省「平成 30 年医療施設（動態）調査」より作成

○ 岡崎市民病院は、救命救急センターを有し、圏域の三次救急医療機関として

24 時間体制で重篤患者に高度医療を提供しています。

○ さらに、妊産婦や新生児の異常に対処する地域周産期母子医療センターや災

害発生時の救命医療と被災地域への支援を行う地域中核災害拠点病院としての

機能を有しています。

○ また、地域医療支援病院として地域の診療所（病院）を支援するとともに、

他の医療機関との役割分担と連携を図り、地域医療全体のレベルアップを目指

しています。
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○ 愛知県地域医療構想で示された 2025 年における当医療圏の必要病床数と

2019 年度病床機能報告結果と比較すると、回復期医療機能が下回っている一方

で高度急性期、急性期、慢性期の各医療機能では上回っている状況となってい

ます。

表Ⅱ－７ 愛知県地域医療構想で示された 2025 年における当医療圏の必要病床

数と 2019 年度病床機能報告結果との比較

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

R7 必要病床数① 231 床 706 床 902 床 486 床 2,325 床

R1 病床機能報告② 406 床 788 床 372 床 614 床 2,180 床

差引（①－②） △175 床 △82 床 530 床 △128 床 145 床

○ 2014 年度から始まった病床機能報告制度は、医療機関が有している一般病床

及び療養病床について、病床の機能区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）

等を都道府県に報告する制度で、岡崎市民病院の報告状況は次の表のとおりです。

表Ⅱ－８ 岡崎市民病院の病床機能報告の状況

３ 岡崎市民病院の状況（内部環境）

○ 2019 年度の病床利用率（715 床）は 79.5％、平均在院日数は 11.8 日、手術

件数は 5,511 件で、救急車などでの搬送患者数は 10,024 人です。

○ 2019 年度の入院患者数は 1 日平均 568 人で、外来患者数は 1 日平均 1,196

人となっています。

○ 2019 年度の新入院患者数は 17,621 人で、2018 年度と比べ千人程度増加しま

した。

○ 2020 年度※（2020 年度は 2021 年１月までの実績分を記載）は新型コロナウ

イルス感染拡大に伴う患者の受診控えの影響等により、入院外来とも患者数が

前年度以前より減少しております。

高度急性期 急性期 計

H29.7.1 時点 301 床 414 床 715 床

H30.7.1 時点 247 床 468 床 715 床

R1.7.1 時点 406 床 309 床 715 床

R2.7.1 時点 406 床 254 床 660 床
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表Ⅱ－９ 岡崎市民病院の患者数の推移 単位：人

図Ⅱ－10 岡崎市民病院の患者数の推移

○ 診療科別に延患者数をみていくと、2019 年度と前年度比較では、入院が呼吸

器内科、外科、腫瘍整形外科などで患者数を伸ばし、産婦人科、整形外科、循

環器内科などで患者数減となっています。一方、外来では呼吸器内科、腫瘍整

形外科、歯科口腔外科などで患者数を伸ばし、産婦人科、総合診療科、循環器

内科などで患者数減となっています。
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表Ⅱ－11 岡崎市民病院の診療科患者数の推移 単位：人
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○ 救急外来患者数は軽症患者のウォークインの減少に取り組んだため、減少傾

向にあります。そのような状況でも救急車等の搬送数は横ばい、即入院患者数

は増加しており、重症救急患者のケアを集中的に行っています。

表Ⅱ－12 岡崎市民病院の救急外来患者数の推移 単位：人

○ 消防の救急搬送実績を見ると、当医療圏の救急患者搬送数全体の６割程度が

岡崎市民病院に搬送されています。

表Ⅱ－13 西三河南部東医療圏内の救急患者搬送数の受入割合 単位：％

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

岡崎市民病院 62.6 62.6 60.6 59.3 62.3

宇野病院 6.2 6.6 6.5 6.9 6.7

愛知病院 2.1 1.8 1.9 0.9 －

岡崎南病院 2.7 2.1 2.0 2.2 2.3

北斗病院 2.8 2.7 3.2 2.9 2.5

その他 5.1 5.7 5.7 6.0 4.9

圏内合計 81.5 81.5 79.9 78.2 78.7

安城更生病院 10.1 8.8 10.1 10.3 9.6

八千代病院 2.1 3.1 2.7 3.5 3.1
トヨタ記念病院 2.4 2.6 3.0 3.0 3.0
その他 3.9 4.0 4.3 5.0 5.6
圏外合計 18.5 18.5 20.1 21.8 21.3

医療圏外

搬送先医療機関

医療圏内

※岡崎幸田救急医療対策懇話会資料より作成
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○ 紹介患者数、逆紹介患者数は増加傾向にあります。地域の医療機関との連携

強化を進めており、それが徐々に数字に表れています。

表Ⅱ－14 岡崎市民病院の紹介患者数及び逆紹介患者数の推移

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度※

紹介患者数 （人） 22,638 21,849 23,424 25,434 16,734

地域医療支援病院紹介率 （％） 67.8 68.3 70.4 83.8 83.7

逆紹介患者数 （人） 15,963 16,703 19,901 21,673 16,120

逆紹介率 （％） 60.5 67.3 76.6 89.5 101.5

○ 当医療圏における入院患者の流出入の状況を見ると、岡崎市民病院が担う高

度急性期及び急性期患者の４分の１強が医療圏外に流出しており、主な流出先

は近隣の安城市などで構成する西三河南部西医療圏となっています。一方で、

流入患者は少ない状況にあります。

表Ⅱ－15 西三河南部東医療圏における患者受療動向

＜平成25年度の西三河南部東医療圏から他医療圏への流出入院患者の受療動向＞

（単位：上段 人／日、下段：％）

名古屋 海部
尾張
中部

尾張
東部

尾張
西部

尾張
北部

知多
半島

西三河
北部

西三河
南部東

西三河
南部西

東三河
北部

東三河
南部

県外 合計

12 * 0 * * * * * 132 38 * * * 182

6.6% - - - - - - - 72.5% 20.9% - - - 100.0%

26 * 0 22 * * * 21 400 71 * 11 * 551

4.7% - - 4.0% - - - 3.8% 72.6% 12.9% - 2.0% - 100.0%

16 * 0 15 * * * 20 515 72 * 11 * 649

2.5% - - 2.3% - - - 3.1% 79.4% 11.1% - 1.7% - 100.0%

* * 0 * 0 * 0 14 376 27 0 25 * 442

- - - - - - - 3.2% 85.1% 6.1% - 5.7% - 100.0%

西
三
河
南
部
東
医
療
圏

患者所在地

医療機関所在地

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

＜平成 25 年度の他医療圏から西三河南部東医療圏への流入入院患者の受療動向＞

（単位：上段 人／日、下段：％）

名古屋 海部
尾張
中部

尾張
東部

尾張
西部

尾張
北部

知多
半島

西三河
北部

西三河
南部東

西三河
南部西

東三河
北部

東三河
南部

県外 合計

* * * * * * * * 132 * * * * 132

- - - - - - - - 100.0% - - - - 100.0%

* * * * * * * 10 400 12 * 14 * 436

- - - - - - - 2.3% 91.7% 2.8% - 3.2% - 100.0%

* * * * * * * 35 515 * * * * 550

- - - - - - - 6.4% 93.6% - - - - 100.0%

* 0 0 * * * * * 376 11 * * * 387

- - - - - - - - 97.2% 2.8% - - - 100.0%

医療機関所在地

患者所在地

西
三
河
南
部
東
医
療
圏

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

※愛知県地域医療構想より
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○ 医師数は正規、代務ともに増加傾向にあります。また、産前・産後休暇、育

児休業を取得する医師も近年増えています。

表Ⅱ－16 岡崎市民病院の診療科別医師数の推移（年間平均=各月末時点職員数/12 月）

※各診療科の数字は産休等を除いたもの 単位：人（常勤換算値）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

総合診療科 5.2 11.8 11.4 9.0 5.2

血液内科 3.5 4.0 3.3 3.8 3.4

内分泌・糖尿病内科 4.6 5.0 5.0 6.1 6.3

腎臓内科 4.5 4.6 5.4 5.8 6.3

膠原病内科 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

心療精神科 0.2 0.3 0.5 0.5 0.4

脳神経内科 5.5 5.2 5.4 6.2 6.7

呼吸器内科 3.7 3.8 3.9 4.0 6.3

消化器内科 9.3 8.5 7.5 6.9 8.3

循環器内科 11.0 10.8 9.9 11.0 11.5

腫瘍内科 0.0 0.0 0.0 2.0 2.0

緩和ケア内科 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0

小児科・脳神経小児科・新生児小児科 16.3 15.3 14.0 15.2 15.1

外科・内分泌外科・消化器外科・内視鏡外科 12.4 12.4 12.9 11.3 14.0

乳腺外科 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1

整形外科 9.0 9.1 8.8 9.8 9.5

腫瘍整形外科 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0

形成外科 2.4 2.3 2.2 2.4 2.3

脳神経外科 5.0 6.0 5.4 5.5 6.0

呼吸器外科 1.0 1.0 1.1 2.9 4.0

心臓血管外科 6.1 6.2 6.2 6.7 7.2

小児外科 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

皮膚科 2.0 2.1 1.2 0.7 0.8

泌尿器科 4.6 4.6 4.6 4.6 5.5

産婦人科 10.0 10.1 11.1 11.1 8.9

眼科 3.0 3.0 3.0 3.1 3.3

耳鼻咽喉科 2.9 2.8 3.5 3.6 3.8

リハビリテーション科 2.2 2.1 1.1 1.1 1.1

放射線科・放射線診断科・放射線治療科 6.2 5.2 7.2 6.8 8.3

歯科口腔外科 6.2 6.2 7.1 5.2 5.2

麻酔科 5.7 5.4 6.9 8.4 8.7

救急科 3.7 4.0 2.2 2.3 3.2

臨床検査科 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0

病理診断科 2.2 2.3 2.9 2.2 2.8

研修医 30.0 31.8 29.5 29.7 30.0

合計（産休・育休等除く） 179.9 187.3 184.5 189.3 205.7

正規・研修医（産休・育休等含む） 175.6 184.0 176.5 179.1 194.7

代務 8.3 8.8 10.3 11.9 13.3

産休・育休等 4.0 5.5 2.3 1.8 2.3

合計（産休・育休等除く） 179.9 187.3 184.5 189.3 205.7

端数調整のため、合計が合わない場合があります。
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○ 看護師をはじめ、医療技術員についても職員確保に努めています。また、産

前・産後休暇、育児休業等を取得する職員も増加しています。（2019 年度は看

護部門、薬剤部門等の愛知県派遣職員がいますが、人数には含んでいません。）

表Ⅱ－17 岡崎市民病院の職員数の推移（年間平均=各月末時点職員数の和/12 月）

※各職種（看護部門を除く）の数字は産休等を除いたもの 単位：人（常勤換算値）
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○ 500 床以上の黒字公立病院と比較すると、医師は順調に職員数を充実させる

ことができています。（2019 年度は看護部門、薬剤部門等の愛知県派遣職員が

いますが、人数には含んでいません。）

表Ⅱ－18 岡崎市民病院の 100 床当たりの年度末職員数の推移

※年度末病床数はすべて 715 床 単位：人（常勤換算値）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
500床以上の
黒字公立病院

医師 24.5 23.2 22.2 22.7 25.0 24.2

看護部門 94.9 98.8 99.6 100.3 93.0 101.8

看護師 92.8 97.1 98.2 99.1 92.3 95.3

准看護師 2.0 1.7 1.4 1.1 0.8 0.8

看護助手 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.7

薬剤部門職員 4.3 4.8 5.0 5.3 5.4 5.0

事務部門職員 7.8 7.7 8.3 8.8 8.3 12.7

給食部門職員 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 2.0

放射線部門職員 5.0 5.2 5.3 5.5 5.6 5.0

臨床検査部門職員 5.0 5.3 4.8 5.3 5.8 6.0

その他職員 7.4 8.0 7.8 7.8 7.6 11.2

全職員 149.7 153.7 153.7 156.2 151.4 167.9

※500 床以上黒字病院の数字は平成 30 年度地方公営企業年鑑より抜粋

○ 医業収益と医業費用ともに年々増加傾向ですが、医業費用の増加が大きいた

め、医業収支比率は下がっています。

図Ⅱ－19 岡崎市民病院の医業収益・医業費用・医業収支比率の推移
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○ 経常収益と経常費用ともに増加傾向ですが、経常費用の増加が大きいため、

経常収支比率は下がっています。

図Ⅱ－20 岡崎市民病院の経常収益・経常費用・経常収支比率の推移

○ 材料費対医業収益比率は 2018 年度までほぼ横ばいでしたが、2019 年度は県

立がんセンター愛知病院からの診療機能の移行により上昇しました。

経費対医業収益比率は、2019 年度は経費に愛知県派遣職員負担金を含むため、

前年度より上昇しました。

図Ⅱ－21 岡崎市民病院の材料費・経費の推移
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○ 入院収益、外来収益ともに増加傾向にあります。

図Ⅱ－22 岡崎市民病院の入院収益・外来収益の推移

○ 患者１人当たりの平均単価は入院、外来ともに増加傾向にあります。また、

平均在院日数も年々短縮してきました。

入院収益は、単価上昇する一方、在院日数短縮により空いた病床を埋める新規

の入院患者の増加が少ないことから延入院患者数が減少し微増にとどまってい

ます。

外来収益は、延外来患者数が減少する一方、がん診療等を行ったことにより単

価が大幅に上昇し増加しています。

表Ⅱ－23 岡崎市民病院の患者 1 人 1 日当たり平均単価の推移

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
500床以上の
黒字公立病院

入院平均単価 (円) 57,982 58,876 59,869 62,570 66,206 65,955

外来平均単価 (円) 16,703 16,871 18,096 19,328 22,639 18,593

※500 床以上黒字病院の数字は平成 30 年度地方公営企業年鑑より抜粋

表Ⅱ－24 岡崎市民病院の平均在院日数の推移

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
500床以上の
黒字公立病院

平均在院日数 (日) 12.4 12.4 12.2 11.8 10.9 13.3

※500 床以上黒字病院の数字は平成 30 年度地方公営企業年鑑より抜粋
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○ 前年度対比で収益の増加率と医師の増加率を比べると、2019 年度は医師の増

加率の方が高く、医師 1 人 1 日当たりの診療収入は減少しています。

2019 年度は看護師の愛知県派遣職員がいますが、看護部門職員の人数には含

まないため、看護部門職員 1 人 1 日当たりの診療収入が増加しています。

表Ⅱ－25 岡崎市民病院の職員 1 人 1 日当たり診療収入の推移

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
500床以上の
黒字公立病院

医師 (円) 257,893 252,159 260,792 270,900 267,321 304,069

看護部門 (円) 58,235 59,215 57,974 61,686 70,342 74,381

※500 床以上黒字病院の数字は平成 30 年度地方公営企業年鑑より抜粋

○ 手術件数、全身麻酔手術件数ともに増加傾向にあります。

表Ⅱ－26 岡崎市民病院の手術件数の推移

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

手術件数 (件) 5,489 5,577 5,236 5,511 6,171

うち全身麻酔手術(件) 2,479 2,471 2,286 2,526 2,928

○ 2015 年度から 2019 年度の決算状況は、次ページのとおりです。



18

表Ⅱ－27 収支状況



19

４ 地域医療構想を踏まえた課題

(1) 地域医療構想における当医療圏の課題

〇 平成 28 年（2016 年）10 月に愛知県が策定した地域医療構想では、当医療

圏域の 2025 年の必要病床数を高度急性期 231 床、急性期 706 床、回復期 902

床、慢性期 486 床とし、回復期病床が不足、高度急性期、急性期、慢性期病

床は過剰と示されました。

○ 令和 22 年(2040 年)まで 65 歳以上人口の増加率が県全体と比べて著しく

高いため、令和 22 年(2040 年)までの医療需要の増大を見据え、必要な医療

需要や医療従事者の確保を始めとする包括的な医療提供体制を中・長期的に

考えていく必要があります。

○ 藤田医科大学岡崎医療センターが開院しましたが、高度急性期、急性期の

入院患者の自域依存率が市北部・西部では低い状況にあり、急性期について

はできるだけ構想区域内で対応していく必要があります。

〇 回復期の病床を確保する必要があります。

〇 2020 年４月に藤田医科大学岡崎医療センターが開院し、2021 年４月に北斗

病院が愛知医科大学メディカルセンター（仮称）となる予定で、当医療圏の

医療状況は目まぐるしく変化しており、医療環境全般、医療機関毎の役割、

患者の流入・流出に大きな変化が生じることが予想されます。従って、入院

医療や救急医療に関する当区域及び他の構想区域との連携・役割分担はもと

より、医療従事者確保等の諸課題を含めて、状況に即した迅速な対応や見直

しが必要です。

(2) 地域医療構想を踏まえた当院の課題

○ 医療スタッフの確保

地域住民に良質な医療を提供するための最重要課題は、病院の経営基盤と

しての医療スタッフの確保・育成です。高齢化に伴う医療需要の増大を見据

えて地域における医療提供体制を考えていく必要があります。

また、全国的な医師、看護師不足は、簡単に解決できる問題ではありません

が、医療職の働き方改革と同時に当院自体のステータス向上を図り、医療スタ

ッフの確保に努める必要があります。特に、県立愛知看護専門学校が 2023 年

度末閉校することにより、2025 年４月以降の看護師採用が大変厳しくなりま

すので、その対応検討が急務です。

産前・産後休暇、育児休業及び部分休業を取得する職員が増えることに対し

ては、職務の分担、職場への人員配置及び勤務シフトも工夫していく必要があ

ります。

また、医師や看護師などの教育環境を整え、一人一人のスキルを高めること

で将来の地域医療における高度急性期機能を担うことのできる人材を育成す

るともに働く者にとって魅力とやりがいを感じる環境づくりが必要でありま
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す。

○ 地域包括ケアシステムに対する対応

地域包括ケアシステムおいて求められるものは、高度医療提供体制の確保

と医療スタッフの育成、救急医療体制の強化、他医療機関や介護施設との連

携強化と重症患者の十分な受入対応です。

〇 結核・感染症病床の整備

新型コロナウイルス感染拡大により、県が市立愛知病院を新型コロナウイルス感染

症専門病院とするため、令和２年 10 月 14 日をもって市立愛知病院は閉院しました。

当医療圏の結核・感染症病床は、市立愛知病院のみが運営していたため、閉院によ

り当医療圏は現在結核・感染症病床がない状況となっております。

国の感染症医療政策の動向を注視しつつ、保健所や県の担当部署など関係機

関と協議し、今後結核・感染症病床をどのように整備し運営していくのか検討していく

こととなります。

５ 一般会計負担金の考え方

地域医療の確保のために一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方は

次のとおりです。

○ 病院企業会計と一般会計との間での経費の負担については、病院事業の健

全化を促進し、経営基盤を強化するため、地方公営企業法に従い総務省が毎

年度定める繰出基準に基づいて負担しています。

○ 公立病院として地域において必要な医療を提供するため、救急医療や小児

医療、周産期医療などの不採算部門の経費や病院の建設改良に要する経費な

どの一部を一般会計の負担として明確化しています。



21

表Ⅱ－28 一般会計が負担する経費の範囲

項 目 一般会計における経費負担の考え方

1 建設改良に要する経費
建設改良費（企業債及び補助金等の特定財源を除く）の２分の１、企業債償
還利子及び償還元金の２分の１（平成14年度までに着手した事業に係るもの
は３分の２）。

2
へき地医療の確保に要する経
費

へき地診療所への医師派遣等に要する経費のうち、その経営に伴う収入を
もって充てることができないと認められるものに相当する額

3 結核医療に要する経費
医療法（昭和23年法律第205号）第７条第２項第３号に規定する結核病床の
確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと
認められるものに相当する額。

4 感染症医療に要する経費
医療法第７条第２項第２号に規定する感染症病床の確保に要する経費のう
ち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当
する額。

5
リハビリテーション医療に要
する経費

リハビリテーション医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもっ
て充てることができないと認められるものに相当する額。

6 周産期医療に要する経費
周産期医療の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入を
もって充てることができないと認められるものに相当する額。

7 小児医療に要する経費
小児医療の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入を
もって充てることができないと認められるものに相当する額。

8 救急医療の確保に要する経費
救急病院における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経
費に相当する額、災害拠点病院が災害時における救急医療のために行なう診
療用具、診療材料及び薬品等の備蓄に要する経費に相当する額。

9 高度医療に要する経費
高度な医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てること
ができないと認められるものに相当する額。

10
院内保育所の運営に要する経
費

院内保育所の運営に要する経費のうち、その運営に伴う収入をもって充てる
ことができないと認められるものに相当する額。

11
医師及び看護師等の研究研修
に要する経費

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１。

12
共済追加費用の負担に要する
経費

共済追加費用の負担額の一部。

13
基礎年金拠出金に係る公的負
担に要する経費

地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費の一
部。

14 児童手当に要する経費

次に掲げる地方公営企業職員に係る児童手当の給付に要する経費の合計額。
ア ３歳に満たない児童に係る給付に要する経費（ウに掲げる経費を

除く。）の15分の８
イ ３歳以上中学校終了前の児童に係る給付に要する経費（ウに掲げ

る経費を除く。）
ウ 児童手当法附則第２条に規定する給付に要する経費

６ 再編・ネットワーク化

今後のがん患者増加、特に高齢のがん患者の増加が予想されることから、2019

年４月に共にがん診療を担う県立がんセンター愛知病院と経営移管を行い、岡崎

市民病院へがん診療を集約することとなりました。その結果、2020 年度中に県立

がんセンター愛知病院で行っていたがん診療を岡崎市民病院に移行し、岡崎市民

病院で「あらゆる領域、あらゆるステージのがん診療」に対応する体制が整いま

した。
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Ⅲ 今後の取組

2025 年度までの中期的に行なう重点的な取組は、次のとおりです。

１ 経営の効率化と機能強化

（１）目標

○ 新公立病院改革ガイドラインに基づき、健全かつ効率的な病院経営を実現

するため、収支状況に係る医業収支比率及び経常収支比率と収入確保に係る

病床利用率について数値目標を設定し、経営改善に取り組みます。

表Ⅲ－１ 経営効率化の目標

○ 岡崎市民病院のあるべき方向性を示すため、平均在院日数（緩和ケアを除

く）と新入院患者数、紹介患者数、紹介・逆紹介率、患者 1 人 1 日当たりの

入院・外来平均単価について数値目標を次のとおり設定し、高度急性期病院

としての機能強化に取り組みます。

表Ⅲ－２ 急性期病院機能の強化に係る目標

（２）取組

岡崎市民病院は、西三河南部東医療圏の基幹病院として、がん医療・高度急性

期に係る医療機能を担い、具体的には以下の役割を果たしていきます。

ア がん医療の充実と発展

〇 県立がんセンター愛知病院から乳腺外科外来、がんサポート外来、緩和ケ

ア病棟を市民病院へ移行したことにより、県立がんセンター愛知病院のがん
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診療機能がすべて市民病院へ移管し、「あらゆる領域、あらゆるステージのが

ん診療が可能」な体制を整い、複数の診療科にまたがる横断的な診療を行っ

てまいります。

〇 ＰＥＴ－ＣＴ検査装置の活用や手術支援ロボットによる前立腺がん、腎が

ん、直腸がんの手術を保険診療で実施することが可能となり、今後、胃がん、

肺がん、膀胱がんも保険診療で実施できるようにしていく予定で、一層のが

ん診療の充実を図っていきます。

イ 高度急性期医療の充実と発展

○ 高度急性期医療を行うために必要な医療従事者を始めとする医療資源を集

中し、質・量ともに充実・発展させていきます。

○ 市民の生命を守る砦として、救急医療、小児・周産期医療、早期リハビリ

及び災害地医療など民間医療機関による提供が十分でない医療に取り組み、

急性期医療に必要な機能を備えた施設で、高度医療機器を活用した治療を行

います。

〇 「経カテーテル的大動脈弁置換術・TAVI（タビ）」の認定施設となり、これ

までの外科的開胸手術ではリスクの高い高齢者や呼吸器疾患などの合併症を

患っていて手術困難と判断される方の新たな選択肢となる治療法が当院で実

施できるようになりました。

〇 医療の質向上のため、高度な新規医療技術の導入に積極的に取り組んでい

きます。

ウ 政策医療（へき地医療）の運営

○ へき地医療拠点病院として、へき地診療所へ代診医の派遣を行っていきま

す。

エ 医療の質の向上

○ 病床機能にあった適切な人員配置により、看護の質の向上と労働環境の改

善を図ります。

○ 当院が担うべき高診療密度の紹介患者を増加させるために、勉強会や講演

会等を通じて当院の実施している診療内容を広報し、地域の医療機関との情

報共有や顔が見える病診連携を促進していきます。

○ 外来治療センターや糖尿病センター、内視鏡センター、循環器センターな

ど専門センターを設置・活用することにより、診療機能の高度・専門化を図

ります。

○ 国指定のがん診療連携拠点病院として、更なるがん診療の充実に努めます。

○ 手術件数を増やすよう、医師の確保に努めるとともに、効率的な手術室運

営に取り組みます。
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○ 地域医療連携室を中心として、地域連携パスの改良、普及を図り、後方病

床を有する病院や地域の診療所との連携強化により、紹介・逆紹介率を向上

させ、平均在院日数の短縮を図ります。

○ 市民や他の医療機関に対して優れた機能や実績を正しく知ってもらい、ま

た患者、家族の意見に耳を傾けて改善に活用できるよう取り組みます。

○ 藤田医科大学岡崎医療センターとともに、医療圏外への患者流出を防ぎ、

圏域全体の医療の質・量の向上に寄与していきます。

○ より多くの新規入院患者を受け入れるために、入院時に退院後の療養につ

いても説明し、早期の退院に繋げるための入退院支援センターの充実に努め

ます。

オ 人材確保と育成

○ 優秀なスタッフを確保するため、医療従事者を目指す学生等に当院の強み

や役割を理解してもらえるよう実習生の受入、合同就職説明会への参加、ホ

ームページ等のメディアを効果的に活用し、積極的な情報発信を行います。

○ 臨床研修指定病院として、新専門医制度に対応したプログラムや指導体制

を充実し、合同説明会等により当院の魅力をアピールし、レジデントセンタ

ーを中心に優秀な研修医や専攻医の獲得に取り組みます。

○ 一部の診療科では医師が不足しており、その確保のため関連部局への働き

かけを強めます。

○ 良質な医療を提供するため、医療職員の学会等に認定された専門資格など

の取得を促進し、人材育成に努めます。

○ 資格を持った看護師のキャリア採用を推進するとともに、院内でも認定看

護師を増やし、看護の質向上に努めます。

○ 医師以外の病院医療職の採用試験を継続的に実施し、より優秀な人材の確

保に努めます。

○ 産前産後休暇、育児休業及び部分休業を取得する職員の増加に備え、現場

の負担軽減を図り、並行して職務分担、職場配置及びシフトに工夫をこらし

ます。

○ 働き方改革として、医師の業務負担軽減のため他職種へのタスクシフティ

ング(業務の移管)を進めるとともに、ワークライフバランスのとれた職場環境

の実現を目指して取り組みます。

〇 全職種を対象とした接遇研修や職種別の研修を計画的に実施することや、

医療職が幅広い医療知識等の習得や発表を行う学会や研修会等への参加の支

援をします。

〇 看護師の若手職員の離職防止策として、業務の一部を他職種への移行によ

る業務負担軽減の推進、早期に業務に適応できるよう看護師２人がパートナ

ーとなり、お互いを補完、協力し合うパートナーシップ・ナーシング・シス
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テムを継続して行っていきます。

〇 看護師確保のため、看護師養成所の実習生を積極的に受け入れます。

カ 経営の改善

〇 2021 年４月から院長直轄組織として「経営企画室」を新設し、収益の増加・

費用の見直しなど経営改善に努めます。

〇 医療材料の購入については共同購入事業者への加入や薬品購入契約の見直

しを行った成果の検討を行い、支出額の更なる削減を図っていきます。

〇 2020 年より事務職が担っていた契約事務を医療職がバックアップするた

めに設置した「契約管理センター」をより充実させ、契約内容及び契約額の

見直しを図っていきます。

キ その他

○ 新しい取組、最新の機器や技術などを市民の皆さんに正しく知ってもらう

ことは、市民の健康を守る上でも、また経営のためにも重要です。ホームペ

ージ、広報誌、電子掲示板、メディアなどを利用した広報戦略を強化すると

ともに、医師会との関係強化に取り組みます。

○ 安定運営していく上では、資金の確保と、計画的な施設改修、設備更新、

医療機器の更新が必要になります。移転時からの老朽化した施設の改修や最

新の器械備品購入を計画的に進めるとともに、運営資金の確保に努めます。

○ 高度急性期医療を担う岡崎市民病院は、平均在院日数の短縮の取組を引き

続き行い、少ない病床で短期間に密度の高い医療が求められます。また、当

医療圏の医療環境の変化により患者数の変動も予想され、効率的な病床運用

や要望の強い個室の数を増やすことにより患者満足度を上げると同時に、患

者数に見合った適正な病床規模への移行やそれに伴う適切な人員配置への見

直しも検討していきます。

〇 地域の医療機関が当院へ患者紹介をしやすいように、インターネットを活

用して当院の診療予約を取得できるシステムを導入し、地域の医療機関へ訪

問して操作方法の説明の周知を更に図るとともに当院への要望を聞き取り、

顔の見える医療連携を推進します。

〇 臨床検査を実施する技術能力の向上を目的に国際規格 ISO15189 の認証取

得を目指します。

○ 岡崎市民病院は、大学病院本院並の高診療密度の病院である DPC 特定病院

群を目指して、診療密度の向上と手術１件あたり外保連指数の向上に取り組

みます。
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（３）収支計画

○ 2021 年度から 2025 年度の収支計画は、次表のとおりです。いずれの年度

も決算見込みで表示しています。

○ 医業収支は、2012 年度決算以降、赤字で推移しております。その傾向は 2021

年度から 2025 年度にいたるまで変わりませんが、医業収益の増収及び医業費

用の見直しによる改善を図ります。

○ 経常収支は、2012 年度決算で赤字化し、その状態が 2022 年度まで続くこ

とを見込んでいますが、2023 年度には黒字化を達成する計画です。ただし、

当院では企業債元金償還の一般会計負担金に係る長期前受金戻入を一部、特

別利益に計上していますが、それを合わせると 2022 年度以降、黒字となると

見込んでいます。

○ 医業収益の入院収益は、現在算定できていない管理料等を算定できる体制

づくりや手術室の稼働改善を図り、患者 1 人 1 日あたりの入院平均単価の増

及び患者数の増を目標とし、収益増を見込んでいます。

○ 外来収益は、新型コロナウイルス感染症の影響とみられる患者数減からの

復調及び再診患者数増に取り組み、収益増を見込んでいます。

○ 医業収益のその他は、入院患者数増による個室料差額収入の増を見込んで

います。

○ 医業外収益の他会計負担金は、医業収益の増による周産期医療及び救急医

療の確保についての収支不足額減を見込みます。

○ 医業費用の職員給与費は患者数に見合った適正な病床稼働が可能な体制へ

の移行により、2022 年度以降の減少を見込みます。

○ 材料費は、購入方法の見直しによる費用削減に取り組みながらも、県立が

んセンター愛知病院からの診療機能の移行により材料費の対医業収益比率が

上昇した状態は続くと見込みます。

○ 経費は、診療報酬増のための体制づくりに係る費用を見込んでいます。

○ 資本的収入の企業債は、施設改修の支出のための借入を見込んでいます。

○ 資本的支出の建設改良費は、老朽化した施設の改修や最新の器械備品購入

等を見込んでいます。

○ 企業債償還金の 2022 年度から 2024 年度までには、2019 年度に行った電

子カルテ更新のための借入に対する償還を含みます。

○ 資本的支出となる次回の電子カルテの更新については、2026 年度以降を予

定しています。
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表Ⅲ－３ 収支計画
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２ 地域医療構想を踏まえた役割

地域医療構想では、当圏域の 2025 年の必要病床数を高度急性期 231 床、急性期

706 床、回復期 902 床、慢性期 486 床とし、回復期病床が不足、高度急性期、急

性期、慢性期病床は過剰と示されました。当院においては、高度急性期、急性期、

がん医療、へき地医療の機能を担い、良質ながん医療・高度急性期医療を主軸に、

医療全般の継続的な提供により地域に貢献します。また、藤田医科大学岡崎医療

センターとともに、医療圏外への患者流出を防ぎ、地域完結型医療を目指して圏

域全体の医療の質・量の向上に寄与していきます。

３ 地域包括ケアシステムの構築に向けた役割

地域包括ケアシステムの構築には、地域の医療と介護の切れ目のない連携とサ

ービスの提供が必要ですが、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の各医療を担

う医療機関や地域のかかりつけ医機能を担う医療機関、訪問看護ステーション、

介護事業所が連携してそれぞれの役割を発揮する必要があります。

地域包括ケアシステムの構築に向けた当院の役割は次のとおりです。

① 医療スタッフの確保と育成に努め、良質ながん医療・高度急性期医療を軸とする

医療全般を切れ目なく、かつ継続的に提供すること

② 三次救急患者の受け入れを断らない救急医療体制を維持すること

③ 地域の医療機関や介護事業所との連携を強化して、退院支援及び在宅療養支援を

充実させ、医療と介護の連携の推進役となり、地域の支援体制の充実を図ること

４ 経営形態

○ 経営形態については、本市病院事業の地方公営企業法の財務規程等一部適用

の他に、地方公営企業法の全部適用や地方独立行政法人化、指定管理者の指定、

民間への事業譲渡などがあります。

○ 今後の環境変化などにより、大きく経営の方向性を転換する場合は、必要に

応じて地方公営企業法の全部適用や地方独立行政法人の経営形態等について研

究していきます。

５ 点検・評価・公表

○ 本プランの点検・評価については、病院事業外部の委員が参加する経営会議

に諮り、客観性を確保します。

○ 点検・評価の内容については、病院ホームページなどで公表します。


